
経営概要書

法人名：

１　法人の概要

２　令和３年度事業実績 ＜事業目標・実績＞

３　組織
①役員数(R4.7.1現在) (単位:人) ②職員数(R4.4.1現在) (単位:人) ③理事会回数

正職員

常勤 支給対象者 平均年齢

（R3年度） 出向職員 歳

人 　

非常勤 平均年齢 臨時・嘱託 年

歳 平均年収

計 （R3年度）

計 （R3年度） 千円

千円

４　財務
①正味財産増減計算書  (単位:千円) ②貸借対照表  (単位:千円)

経常収益 流動資産
固定資産

資産計
受託事業収益 流動負債
自主事業収益 短期借入金

固定負債
その他の収益 長期借入金

経常費用 負債計
事業費 指定正味財産
管理費 うち基本財産充当額

一般正味財産
当期経常増減額 うち基本財産充当額

経常外収益 正味財産計
経常外費用 負債・正味財産計

当期経常外増減額 ※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
当期正味財産増減額合計
＜主な経営指標＞ ＜退職給与引当状況 (単位:千円)＞

※端数処理の関係で増減が一致しないことがある。

５　県の財政的関与の状況  (単位:千円)

　

補助金

委託費

指定管理料

◎法人の行動計画(平成３０年度～令和３年度)

公益財団法人　あきた移植医療協会 （公益２）

代表者職氏名 理事長　羽渕友則 基本財産等 155,790千円 所管部課名

設立年月日 平成7年3月29日 県出資等額及び比率 67,842千円 (43.5%) 健康福祉部保健・疾病対策課

設立目的
臓器移植及び組織移植の推進を図るため、臓器及び組織の移植等に関する知識の普及啓発と臓器移植及び組織移植のため
の諸条件の整備、援助等を行い、もって県民の健康と福祉の向上に寄与することを目的とする。

事業概要

(1)臓器移植及び組織移植に関する知識の普及啓発、(2)臓器及び組織の機能不全の予防に関する知識の普及啓発、(3)眼
球提供者及び角膜移植希望者の登録、(4)眼球の摘出、保存及びあっせん、(5)組織適合性検査に係る費用の助成、(6)臓
器及び組織提供者に対する敬弔費の支給、(7)医療機関等に対する臓器及び組織の摘出に係る費用の助成、(8)臓器移植及
び組織移植を推進するための調査、研究等

関連法令、県計画 臓器の移植に関する法律、秋田県医療保健福祉計画

項　目 区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標 45,000 45,000 45,000

実績 33,283 39,330 －

目標 90 90 100

実績 100 100 －

目標 25 25 25

実績 ※　－ ※　－ －
※新型コロナウイルス感染症の影響
　で調査未実施

理　事 監　事 評議員 区　分 R3 R4 R2 R3

R3 R4 R3 R4 R3 R4 3 3 6回 3回
内、県退職者 1 1

内、県退職者 53.0

内、県職員 － 内、県職員 平均勤続年数

10 10 2 2 10 10 6.4
内、県退職者 2 2 1 1 － 内、県退職者

内、県職員 平均報酬年額 3 3

10 10 2 2 10 10 内、県関係者 1 1 2,980
内、県関係者 2 2 1 1 －

区　　分 令和２年度 令和３年度 区　　分 令和２年度 令和３年度
19,191 15,806 2,716 3,966

基本財産・特定資産運用益 918 907 169,280 164,747
受取会費・受取寄附金 7,111 1,785 171,996 168,713

6,096 6,306 207 214
600 600

受取補助金・受取負担金 546 1,259
3,920 4,949

18,874 14,563 207 214
11,259 11,943 169,280 164,747
7,615 2,620 155,790 155,790

人件費(事業費分含む) 10,369 10,508 2,509 3,752
317 1,243

171,789 168,499
171,996 168,713

317 1,243
△ 3,322 △ 4,533
△ 3,005 △ 3,290

項　目 令和２年度 令和３年度 増減※ 要支給額 引当額 引当率(%)

経常収支比率 (経常収益÷経常費用) 101.7% 108.5% ＋6.9 0 0 -

流動比率 (流動資産÷流動負債) 1312.1% 1853.3% ＋541.2

自己資本比率 (純資産計÷負債・純資産計) 99.9% 99.9% △0.0

有利子負債比率 (有利子負債÷純資産計) 0.0% 0.0% ＋0.0

区　分 令和２年度 令和３年度 支出目的・対象事業概要等

6,096 6,306 臓器移植連絡調整者設置事業、臓器移植普及啓発事業

県関与のあり方 継続 見直しの方向性 経営健全化に向け、経営改善を積極的に進めるとともに、公益的事業の安定実施に努める。

課題
臓器移植法に基づき、県は移植医療に関する啓発及び知識の普及に必要な施策を講ずる必要がある。法人の運営については、会費収入等は拡
大しているものの、大幅な収入増は見込めないことに加え、長期にわたる金利の低下により基本財産からの利息収入の増加は望めないことか
ら、引き続き県の関与が必要である。

普及啓発資料の配
布（枚数）

院内コーディネーター設置病
院の割合（％）

臓器提供の意思表
示の割合（％）

区　分 役員報酬 正職員

※中小企業退職共済制度へ加入している。

年間支
出

取組

　啓発事業を通じて県民への働きかけを続け会員増に繋げるとともに、既に協力を得ている様々な個人・法人の協力を得ながら更なる会費収
入の増に努める。また、賛同する企業・団体を「グリーンリボンサポーター」と位置付け、その自主的な普及啓発活動を促進・支援すること
により、更なる啓発を図る「グリーンリボンサポーター事業」を実施する。経営改善については、引き続き検討・実施していく。
【平成30～令和３年度】・賛助会員の拡大、募金活動の強化　・グリーンリボンサポーター事業の実施　各年度　10団体

実績

［グリーンリボンサポーター事業の実施］
【平成30年度】県内137団体に、グリーンリボンサポーター事業の周知活動を実施し、40団体から新規届出があった。
【令和元年度】「移植医療50周年記念事業」に合わせ、広く県民に「移植医療50周年記念募金」を呼びかけ、169万円余の募金が寄せられ
た。また、県内84団体に対しグリーンリボンサポーター事業の周知を行い、45 団体から新規届出があった。
【令和２年度】コロナ禍により、共催する第56回日本移植学会総会がオンライン開催となったことに伴い、同総会の中の「特別企画」として
会員限定のオンラインで市民公開講座を実施（県からの事業委託なし）。また、グリーンリボンサポーター事業についても、実施を自粛(新
規届出1件)。
【令和３年度】グリーンリボンサポーター事業については、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、実施を自粛(新規加入1団体)。

新型コロナウイルス感染症の影響が長引き、眼球を除く臓器について
は、件数が激減し、依然として移植希望登録者数に比べ提供が極めて
少ない状況が続いている。
本県における令和3年度の実績は、献眼が２件あったのみで、臓器提供
はなく、全国と同様、臓器提供件数の少ない状況が続いている。この
ため、本来は積極的な啓発が必要であるが、コロナ禍により対人・対
面による接触機会を減らし、感染の恐れが比較的少ないと思われる事
業を中心に、関係機関・団体と連携し、角膜移植を含めた臓器移植等
に関する知識の普及と移植医療の環境づくりに努めるべく、各種の事
業を行った。



経営評価表

法人名：

Ⅰ 自己評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅱ 所管課評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅲ 外部専門家のコメント

Ⅳ 委員会評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅴ 前年度委員会評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

公益財団法人　あきた移植医療協会 （公益２）

Ａ Ａ (Ｂ) Ｃ

Ａ Ｂ (Ｂ) Ｃ

Ａ Ｂ (Ｂ) Ｃ

Ａ Ｂ (Ｃ) Ｃ

評価結果を受けて実施した経営健全化に向けた対応（概要）

新型コロナウイルスの感染拡大が長引き、経済活動も停滞している中で、対面・訪問を避け、関係機関へのポスターやパンフ等の
配布による周知と賛助会員の勧誘を行い、最終的に法人では３法人・35口の増、個人では２名・29口の減となり、トータルで賛助会
員費は88,000円の増にとどまった。また、法人のあり方については、県と事務局レベルでの数回のやりとりを踏まえ、担当課長と理
事長による話し合いが行われ、法人のあり方について県と事務局で継続して協議することとなった。

協会は、県及び県内全市町
村並びに賛同する企業・団
体等の出捐により設立され
た団体であり、専門的知識
を有する職員を配置し、県
や医療機関をはじめとする
関係団体等と協働し、ま
た、県からの委託を受け
て、臓器移植及び組織移植
の推進に関する事業を実施
しており、公共的役割を果
たしている。

常勤職員を置き、適切に事
務・事業を進めている。事
業規模に鑑み、常勤役員は
配置していないが、理事長
と定例の決裁日を設けてい
るほか、メール等により随
時役員・監事とも、報告・
連絡・相談できる体制を構
築しており、組織体制に全
く問題はない。

新型コロナウイルス感染症の影
響を受け、対人・対面等による
接触機会を減らしながらも、県
や国の感染症対策を遵守しなが
ら、できる限りの周知・啓発活
動を行ったが、例年通りとまで
はいかなかった。

協会の人員体制及び財政規模
は、協会の設立目的を達成する
上で、必要最小限の規模であ
る。それに対し、昨今の低金
利、新型コロナウイルス感染症
による対面・対人行為の自粛、
経済の停滞等で、収入は先細
り、特定資産を取り崩して財源
を補っている状況にあり、今後
も厳しい経営が想定され、抜本
的な財政支援や運営形態の見直
し等を講じる必要がある。

臓器移植に関する正しい知
識の普及啓発を進めるとと
もに、臓器移植のための整
備支援並びに角膜及び強膜
のあっせんを行うことによ
り、移植医療の推進を図
り、もって県民の健康と福
祉の向上に大きく寄与する
もので、公共的役割を十分
に果たしている。

常勤役員は配置していない
が、常勤職員が定期的に理
事長の決裁を受けているほ
か、必要に応じて随時法人
運営等について指示を受け
ており、組織体制は適切に
維持されている。

普及啓発事業は新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響を受けて一
部中止を余儀なくされたが、院
内臓器移植コーディネーターを
県内医療施設に配置し、研修等
により移植医療体制の強化を
図っている。

賛助会員の会費収入拡大や眼球
あっせん業による収入増加等、
経営努力を行っているが、安定
的ではなく、経常収支のマイナ
スを特定資産で補填している状
況である。今後も収支均衡を図
るとともに、協会のあり方につ
いて必要な検討を行っていく。

経常収益のその他の収益には、特定資産のうちの移植医療推進積立資産を取り崩して振り替えたものが、4,450千円含まれ
ている。基本財産や特定資産の運用益は乏しく、県からの受託金6,306千円や受取寄附金等だけでは、事業費及び管理費を
賄いきれないのが現状である。ここ数年、基本財産や特定資産の取崩が継続していて、来期の収支予算書においても取崩
が見込まれている。将来的に大幅な収入増が見込めないのであれば、このような状況がさらに続くものと思われるが、法
人の使命・事業目的を今後も引き続き達成していくためには、県の継続的な関与が必要である。

三セクの行動計画上は「県
が実施すべき事業を主たる
事業とする法人」かつ「経
営健全化に向け、経営改善
に積極的に取り組むべき法
人」に位置づけられてい
る。秋田県医療保健福祉計
画に基づく臓器移植の推進
に関する事業を実施してお
り、県の施策における協働
事業体としての役割は大き
い。

常勤の役員は配置されてい
ないものの、常勤職員が配
置されており、実務遂行上
の体制は整っている。

院内コーディネーター設置病院
の割合は目標を達成した。普及
啓発資料の配布枚数は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響によ
り一部事業を中止したこともあ
り、目標に届かなかったもの
の、目標値の80%を超える達成
度となっている。

基本財産や特定資産の運用益で
は事業費及び管理費を賄いきれ
ず、慢性的な赤字となってお
り、基本財産及び特定資産の取
り崩しにより収益不足を補って
いる状態である。収支の改善は
もとより、法人のあり方につい
ても検討を行っていく必要があ
る。
公益法人の財務３基準は満たし
ている。



法人名 (公財)あきた移植医療協会

①令和４年度計算書類等

法人所管課 保健・疾病対策課
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公益財団法人あきた移植医療協会定款

第１章 総 則

（名 称）

第１条 この法人は、公益財団法人あきた移植医療協会と称する。

（事務所）

第２条 この法人は、主たる事務所を秋田県秋田市に置く。

第２章 目的及び事業

（目 的）

第３条 この法人は、臓器移植及び組織移植の推進を図るため、臓器及び組織の移植等

に関する知識の普及啓発と臓器移植及び組織移植のための諸条件の整備、援助等を行

い、もって県民の健康と福祉の向上に寄与することを目的とする。

（事 業）

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１） 臓器移植及び組織移植に関する知識の普及啓発

（２） 臓器及び組織の機能不全の予防に関する知識の普及啓発

（３） 眼球提供者及び角膜移植希望者の登録

（４） 眼球の摘出、保存及びあっせん

（５） 組織適合性検査に係る費用の助成

（６） 臓器及び組織提供者に対する敬弔費の支給

（７） 医療機関等に対する臓器及び組織の摘出に係る費用の助成

（８） 臓器移植及び組織移植を推進するための調査、研究

（９） その他この法人の目的を達成するために必要な事業

２ 前項の事業は、秋田県において行うものとする。

第３章 資産及び会計

（基本財産）

第５条 この法人の目的である事業を行うために不可欠な別表の財産は、この法人の基

本財産とする。

２ 基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管理し

なければならず、基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しよ

うとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を要する。

（事業年度）

第６条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。
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（事業計画及び収支予算）

第７条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載し

た書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長（第２３条に規定する

理事長をいう。以下同じ。）が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを

変更する場合も、同様とする。

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置

き、一般の閲覧に供するものとする。

（事業報告及び決算）

第８条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書

類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。

（１） 事業報告

（２） 事業報告の附属明細書

（３） 貸借対照表

（４） 損益計算書（正味財産増減計算書）

（５） 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書

（６） 財産目録

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類につい

ては、定時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の

書類については承認を受けなければならない。

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供

するとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。

（１） 監査報告

（２） 理事及び監事並びに評議員の名簿

（３） 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類

（４） 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なもの

を記載した書類

（公益目的取得財産残額の算定）

第９条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第

４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産

残額を算定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。

第４章 評議員

（評議員の定数）

第１０条 この法人に評議員８名以上１２名以内を置く。

（評議員の選任及び解任）

第１１条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以

下「法人法」という。）第１７９条から第１９５条の規定に従い、評議員会において行

う。

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。

（１） 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の
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３分の１を超えないものであること。

イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

ハ 当該評議員の使用人

二 ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財

産によって生計を維持しているもの

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者

へ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一に

するもの

（２） 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数

が評議員の総数の３分の１を超えないものであること。

イ 理事

ロ 使用人

ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の

定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員で

ある者

二 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を

除く。）である者

① 国の機関

② 地方公共団体

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人

④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規定

する大学共同利用機関法人

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であっ

て、総務省設置法第４条第１５号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可

法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要

する法人をいう。）

３ 評議員は、この法人の理事又は監事若しくは使用人を兼ねることができない。

（評議員の任期）

第１２条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとする。

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した

評議員の任期の満了する時までとする。

３ 評議員は、第１０条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任によ

り退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務

を有する。

（評議員の報酬等）

第１３条 評議員に対して、各年度の総額が３０万円を超えない範囲で、評議員会にお

いて別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給すること

ができる。

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用を弁償することができる。この場合

の支給基準については、評議員会の決議により別に定める。
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第５章 評議員会

（構 成）

第１４条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。

（権 限）

第１５条 評議員会は、次の事項について決議する。

（１） 評議員の選任及び解任

（２） 理事及び監事の選任及び解任

（３） 理事及び監事の報酬等の額

（４） 評議員に対する報酬等の支給の基準

（５） 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認

（６） 定款の変更

（７） 残余財産の処分

（８） 基本財産の処分又は除外の承認

（９） その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

（開 催）

第１６条 評議員会は、定時評議員会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回開催す

るほか、必要がある場合に開催する。

（招 集）

第１７条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理

事長が招集する。

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評

議員会の招集を請求することができる。

（議 長）

第１８条 評議員会の議長は、その評議員会において出席した評議員の互選により定め

る。

（決 議）

第１９条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議

員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議

員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。

（１） 監事の解任

（２） 定款の変更

（３） 基本財産の処分又は除外の承認

（４） 評議員に対する報酬等の支給の基準

（５） その他法令で定められた事項

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議

を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２３条に定める定数を

上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達

するまでの者を選任することとする。
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（決議の省略）

第２０条 理事が評議員会の目的である事項について提案をした場合において、その提

案について、評議員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、

その提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみなす。

（報告の省略）

第２１条 理事が評議員の全員に対し、評議員会に報告すべき事項を通知した場合にお

いて、その事項を評議員会に報告することを要しないことについて、評議員の全員が

書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の評議員会への報

告があったものとみなす。

（議事録）

第２２条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。

２ 前項の議事録には、議長のほか、出席した評議員の中からその会議において選出さ

れた議事録署名人２名が記名押印する。

第６章 役員等

（役員の設置）

第２３条 この法人に、次の役員を置く。

（１） 理事 ８名以上１２名以内

（２） 監事 ２名以内

２ 理事のうち１名を理事長とし、理事長以外の理事のうち、２名を副理事長とする。

３ 前項の理事長をもって法人法上の代表理事とする。

（役員の選任）

第２４条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。

２ 理事長及び副理事長は、理事会の決議によって理事の中から選定する。

（理事の職務及び権限）

第２５条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を

執行する。

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務

を執行する。

３ 理事長は、毎事業年度毎に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状

況を理事会に報告しなければならない。

（監事の職務及び権限）

第２６条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告

を作成する。

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及

び財産の状況の調査をすることができる。
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（役員の任期）

第２７条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。

２ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。

４ 理事又は監事は、第２３条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞

任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事とし

ての権利義務を有する。

（役員の解任）

第２８条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって

解任することができる。

（１） 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。

（２） 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。

（役員の報酬等）

第２９条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議

員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬として支給す

ることができる。

２ 理事及び監事には、その職務を行うために要する費用を弁償することができる。こ

の場合の支給基準については、評議員会の決議により別に定める。

（顧 問）

第３０条 この法人に顧問を若干名を置くことができる。

２ 顧問の選任及び解任は、理事会において決議する。

３ 顧問は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用を弁償すること

ができる。

４ 顧問は、理事長の諮問に応え、理事長に対し、意見を述べることができる。

第７章 理事会

（構 成）

第３１条 理事会は、すべての理事をもって構成する。

（権 限）

第３２条 理事会は、次の職務を行う。

（１） この法人の業務執行の決定

（２） 理事の職務の執行の監督

（３） 理事長及び副理事長の選定及び解職

（開 催）

第３３条 理事会は、毎事業年度開始前及び事業年度終了後２箇月以内に開催するほか、
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必要がある場合に随時開催する。

（招 集）

第３４条 理事会は、理事長が招集する。

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。

３ 理事会を招集する場合は、理事長は、理事会の７日前までに、各役員に対して、会

議の日時、場所、目的たる事項並びにその他必要な事項を記載した書面をもって、通

知を発しなければならない。

４ 前項の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招

集の手続きを経ることなく開催することができる。

（議 長）

第３５条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、あらかじめ理事長が指名する

理事が議長の職務を代行する。

（決 議）

第３６条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過

半数が出席し、その過半数をもって行う。

（決議の省略）

第３７条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、そ

の提案について、議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものと

みなす。ただし、監事が異議を述べたときは、その限りではない。

（報告の省略）

第３８条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知

した場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。

２ 前項の規定は、第２５条第３項の規定による報告には適用しない。

（議事録）

第３９条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。

第８章 定款の変更及び解散

（定款の変更）

第４０条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。

２ 前項の規定は、この定款の第３条及び第４条及び第１１条についても適用する。

（解 散）

第４１条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能

その他法令で定められた事由によって解散する。
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（公益認定の取消し等に伴う贈与）

第４２条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅

する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員

会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消

しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するも

のとする。

（残余財産の帰属）

第４３条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経

て、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法

人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

第９章 公告の方法

（公告の方法）

第４４条 この法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法によ

り行う。

第１０章 賛助会員

（賛助会員）

第４５条 この法人の目的に賛同し、所定の賛助会費を納入する個人及び法人その他の

団体を賛助会員とすることができる。

２ 賛助会員に関する必要な事項は、理事会の決議を経て、理事長が別に定める。

第１１章 事務局

（事務局）

第４６条 この法人の事務を処理するため、事務局を置く。

２ 事務局には、事務局長及びその他の職員を置く。

３ 事務局長は、理事長が理事会の承認を得て任免する。

４ 前項以外の職員は、理事長が任免する。

５ 事務局の組織及び運営に関する必要な事項は、理事会の決議を経て、理事長が別に

定める。

第１２章 補 則

（委 任）

第４７条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事会の決

議を経て、理事長が別に定める。
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附 則

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

１０６条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に

定める特例民法法人の解散の登記と公益法人の設立の登記を行ったときは、第６条の

規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を

事業年度の開始日とする。

３ この法人の設立登記日現在の理事及び監事は、次に掲げる者とする。

理事 鐙隆千代、五十嵐潔、岩本孝一、大沼文哉、加藤哲郎、小玉喜久子、

羽渕友則、古谷隆一、吉冨健志、吉本弘志

監事 井上 栄、斉藤俊高

４ この法人の最初の理事長は、加藤哲郎とする。

５ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。

阿部 徹、石井静枝、烏トキヱ、佐藤 滋、高橋 豊、鳥海良寬、

松橋文昭、皆河崇志、村田純治、吉田萬里子

６ この法人の設立の登記の日において、この法人の賛助会員として登録されている個

人又は法人は、同日においてこの定款第４５条による賛助会員としての資格を取得し

たものとみなす。

附 則

この定款の変更は、評議員会の決議の日（平成２８年１１月２９日）から施行する。

附 則

この定款の変更は、評議員会の決議の日（平成２９年６月２０日）から施行する。

別表 基本財産（第５条関係）

財 産 の 種 別 金 額 等

投資有価証券等 155,790,000円



（別紙２）

所管課（内線）：

法　　人　　名 ： 公益財団法人　あきた移植医療協会

出資等団体数　　91 基本財産合計額       155,790千円

（出資団体等一覧）

出資団体等名 出資団体等名

秋田県 秋田中央ライオンズクラブ

秋田市 湯沢秋田ライオンズクラブ

能代市 秋田県腎臓病患者連絡協議会

横手市 資生堂秋田支社

大館市 秋田酒類卸協同組合

男鹿市 秋田ゾンタクラブ

湯沢市 秋田県自動車販売店協会

鹿角市 秋田県老人クラブ連合会

由利本荘市 （社）秋田県薬剤師会

潟上市 共立医療電機秋田営業所

大仙市 秋田ライオンズクラブ

北秋田市 松経会　横手ライオンズクラブ

にかほ市 太平洋石油販売（株）秋田支店

仙北市 （社）秋田県医師会

小坂町 秋田県酒造組合

上小阿仁村 秋田県生命保険協会

藤里町 （株）大塚商店

三種町 秋田指月（株）

八峰町 湯沢ＴＤＫ（株）

五城目町 （株）キャッツ電子設計

八郎潟町 （有）エレクトラ

井川町 （財）秋田県総合保健事業団

大潟村 （株）鮎川工業所

美郷町 （株）秋田サンリッツ

羽後町 （株）秋田新電元

東成瀬村 （株）太洋製作所

法人への出資団体等一覧



（別紙２）

出資団体等名 出資団体等名

ジューキ電子工業（株） 象潟ＴＤＫ（株）

ダンエレクトロニクス（株） 秋田テレビ（株）

（株）サンワ （社）秋田県看護協会

（株）伊達電器製作所 アルファ・エレクトロニクス（株）

横浜電子工業（株） 秋田県婦人団体協議会

高尾工業（株） ライオンズクラブ国際協会３３２－Ｆ地区

（株）東北フジクラ 　(財)秋田厚生会

岩田光学工業（株）秋田工場 　(株)秋田銀行

ＴＤＫ（株） 国際ソロプチミスト秋田

ロード電子工業（株） 秋田県商工会議所連合会

（株）同和半導体 　(株)北都銀行

ミタケ電子工業（株） 　(社)秋田県歯科医師会

小坂通信工業 秋田県厚生連

福本製作所（株）秋田工場

日本ＳＭＴ（株）

（株）秋田放送

秋田魁新報社（株）

大内ＴＤＫ（株）

秋田日野自動車（株）

秋田電子（株）

ニッポ電工（株）

（株）エイビック

秋田県医薬品卸組合

山崎ダイガスト（株）秋田工場

（株）辻兵

横手精工（株）



法 人 名 ：

時 点 ：

番
号

役職名称 氏名 職名
番
号

役職名称 氏名 職名

1 理　事 浅 野　雅　彦
秋田県商工会議所連
合会事務局長 28

2 理　事 石 塚　真人
秋田テレビ株式会社 
代表取締役社長   29

3 理　事 伊 藤　和美
一般社団法人秋田県
銀行協会常務理事兼
事務局長

30

4 理　事 岩瀬　剛
秋田大学大学院医学
系研究科 眼科学講座 
教授

31

5 理　事 内山　博之 秋田県眼科医会 会長 32

6 理　事 小玉  喜久子
秋田県女性団体協議
会 会長 33

7 理　事 齋藤　　満
秋田大学大学院医学
系研究科血液浄化療
法部准教授

34

8 理　事 佐藤　利秋
本荘鶴舞ライオンズ
クラブ 35

9 理　事 畠山　和明
秋田県腎臓病患者連
絡協議会 副会長 36

10 理　事 羽渕　友則
秋田大学大学院医学
系研究科長・医学部
長

37

11 監　事 井上　よしえ
公益社団法人 秋田県
看護協会 監事 38

12 監　事 村上　健司
公益財団法人 秋田県
総合保健事業団専務
理事　

39

13 評議員 阿部　　徹
秋田県眼科医会(阿部
眼科医院院長) 40

14 評議員 佐々木　修
一般社団法人秋田県
薬剤師会　常務理事 41

15 評議員 佐藤　寿美
社会福祉法人秋田県
社会福祉協議会　常
務理事

42

16 評議員 白川　秀子
公益社団法人秋田県
看護協会　会長 43

17 評議員 中嶋　洋子
秋田県地域婦人団体
連絡協議会　常任委
員

44

18 評議員 藤山信弘
秋田大学医学部附属
病院臨床研究支援セ
ンター講師

45

19 評議員 松橋　文昭
秋田県腎臓病患者連
絡協議会事務局長 46

20 評議員 三浦　英一
本荘鶴舞ライオンズ
クラブ 47

21 評議員 宮内　美輝子
国際ソロプチミスト
秋田　トレジャラー 48

22 評議員 柳 澤　俊晴
大曲厚生医療セン
ター　副院長 49

23 50

24 51

25 52

26 53

27 54

秋田県出資・出捐法人　役員名簿

公益財団法人あきた移植医療協会

令和4年7月1日
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令和４年度事業計画 

1．基本方針 

平成 9 年に臓器移植法が施行され、脳死後での臓器移植が制度化され、また、平成 22 年に施行され

た改正臓器移植法では、本人の意思が不明な場合であっても、家族の承諾により脳死後の臓器提供が可

能となり、臓器移植の進展が期待され今日に至っている。 

しかし、2021 年は、引き続く新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあって、眼球を除く臓

器については、脳死下、心停止後を合わせた臓器提供件数が全国で 79 件と 2020 年に続く少ない提供件

数となり、依然として、臓器移植希望登録者数に比べ臓器提供が極めて少ないという状況が続いている。 

本県においては、これまで脳死下臓器提供が 1 件、心停止後臓器提供が 5 件あったものの、全国と同

様、臓器提供件数が少ない状況が続いている。 

このため、移植医療の推進を担う県内唯一の公益法人として、新型コロナウイルス感染症の動向にも

留意しつつ、引き続き、関係機関・団体と連携し、臓器及び組織の移植等に関する知識の普及と角膜移

植を含めた臓器移植及び組織移植のための諸条件の整備、援助等を行い、移植医療推進の環境づくりに

努めることとする。 

 

事業計画の案は、次のとおりである。 

 

2．移植医療等の普及啓発事業の実施 

(1)グリーンリボンキャンペーン 2022 in AKITA の開催 

   移植医療の知識の普及と臓器移植に対する理解を深めるため、全国的に実施されるキャンペーンの一

環として普及啓発事業を実施する。 

 

(2)臓器移植推進街頭キャンペーンの実施 

      臓器移植普及推進月間及び眼の愛護デーの一環として、関係機関との共催で臓器移植推進街頭キャン

ペーンを実施し、臓器及び組織に関する普及啓発資料の配付と献眼登録の呼びかけを行う。 

 

(3)種苗交換会／移植医療普及推進キャンペーン 

   大規模なイベントである種苗交換会の会場において、関係資料の配布、アンケート等を実施しながら

移植医療の普及啓発を行う。  

 

(4)グリーンリボンライトアップ事業の実施 

   移植医療のシンボルカラーであるグリーンにライトアップすることを通じて移植医療への理解が拡   

  がることを目的として、毎年 10 月の「臓器移植普及推進月間」及び臓器移植法が施行された 10 月 16  

  日（グリーンリボンデー）を中心に県内の建造物等をグリーンにライトアップする事業を実施する。 

 

(5)秋田魁新聞への広告掲載 

   健康保険証等裏面の意思表示欄の周知や意思表示の促進並びに 10 月に開催するグリーンリボンキャ

ンペーンを広く周知するため、秋田魁新聞に広告を掲載する。 

 



 

 

(6)移植医療に関する啓発冊子等の配布 

      街頭キャンペーン、種苗交換会といった大規模なイベント会場等において、県、秋田市、ライオンズ

クラブ、秋田県腎臓病患者連絡協議会等の協力を得ながら、移植医療に関する啓発冊子等を配布し、臓

器提供の意思表示や献眼登録の呼びかけを行う。 

   また、｢新成人の集い｣実施市町村に対し、移植医療の普及啓発資料などの配布を依頼する。 

 

(7)臓器不全の予防に関する普及啓発事業の実施 

腎臓病に対する知識の普及と臓器移植に対する理解を深めるため、関係団体と共催で「腎臓病を考え

る集い」を開催する。 

     

(8)「いのちを考える学習会」の開催等 

   教育機関等と連携し、「いのちを考える学習会」を開催し、講演を通して児童・生徒等に対して移植

医療の普及啓発を図るほか、随時講師の要請に対応する。 

 

(9)イオングループの支援対象団体への登録 

    イオングループが実施している社会貢献推進のためのレシートキャンペーンによる支援対象団体へ

の登録を行い、毎月 11 日に開催される黄色いレシートキャンペーンに参加し、移植医療の推進を呼び

かける。 

 

(10）グリーンリボンサポーター事業 

   移植医療に理解のある企業・団体などに働きかけ、趣旨に賛同して自主的な普及啓発活動に取り組ん

でいただける「グリーンリボンサポーター」の拡充を図るとともに、グリーンリボンサポーターに対し

て新たな取組へのチャレンジを要請・支援する。 

 

3. 相談・助言に関する事業 

一般県民を対象に、移植医療全般について、電話、メール、面談等による相談に応ずるとともに、

医療関係者からの移植医療制度や具体的な手続等の相談に応じる。 

 

4．臓器移植環境整備事業の実施 

(1)秋田県院内臓器移植コーディネーター・医療ソーシャルワーカー合同研修会 

      臓器移植に関する知識の習得、臓器提供・移植発生症例の検討のほか、病院間の情報交換を図るため、

秋田県院内臓器移植コーディネーターと秋田県 MSW 協会会員との合同の研修会を開催する。 

 

(2) 院内研修会・臓器提供シミュレーションの開催 

臓器提供施設関係者の臓器移植に対する理解を深めるとともに、臓器提供の意思を持つ患者や家族 

の支援のあり方を考える勉強会を病院内で開催する。 

 

(3)移植医療推進委員会の開催 

   秋田県内の移植医療の推進を図るため、県内の移植医療関係者による移植医療推進委員会を設置し、

県民の移植医療の推進に向けた検討等を行う。 



 

 

(4)脳死下臓器提供に係る関連団体の連絡会議 

    脳死下臓器提供事例が発生した場合に混乱なく本人あるいは家族の意思に沿った提供ができる体制の

確認を目的として、関連団体の連絡会議を開催する。 

 

(5)法的脳死判定における脳波測定研修会の開催 

  法的脳死判定等に適切に対処するため、移植医療の現場における脳波測定に関する知識・技術の向上を

図ることを目的とする研修会を開催する。 

 

(6)院内体制整備事業への支援 

     日本臓器移植ネットワークが実施する臓器提供に関する国民の意思をより確実に活かすことができる

院内体制を整備することを目的とした「院内体制整備事業」を県内で実施する施設に対して支援を行う。 

 

(7)入院患者に対する意思表示啓発資料の配付 

   移植医療への理解と臓器提供に関する意思表示の推進を目的として、医療機関の協力のもと、臓器移

植普及推進月間である 10 月から 3月に入院された患者へ意思表示啓発資料を配付する。 

 

(8)病院の臓器提供マニュアル作成・改訂への協力 

      日本臓器移植ネットワークと協力し、各病院の臓器提供マニュアルの作成や改訂への支援を行う。 

 

(9)院内臓器移植コーディネーター設置病院の訪問等 

   院内臓器移植コーディネーター設置病院等を訪問し、臓器及び組織移植制度の普及、臓器及び組織提

供時における協力要請、情報収集を行う。 

 

(10)透析施設への情報提供 

   透析施設に、組織適合性検査に対する助成事業として、臓器移植に関する法律に定められた臓器の移

植希望登録者に対し、HLA 検査料の一部助成の案内をする。 

   また、慢性腎不全の治療法に関する資料を作成し、配布する。 

 

(11)臓器及び組織提供への対応 

      臓器及び組織提供に関する家族への説明、提供から移植までの手続や提供施設から移植施設までの臓

器の搬送、提供後の家族のケア等、ドナーやドナー家族への対応を 24 時間体制で実施する。 

    

5．眼球のあっせん等に関する事業 

(1)眼球提供者等の登録 

県内市町村やキャンペーン等を通じてパンフレットを配付するなどにより、献眼登録を呼びかける

とともに、登録希望者の受付、登録、登録カードの発行と移植希望者の登録を行う。 

 

(2)角膜、強膜のあっせん 

提供を受ける眼球の摘出及び移植を希望する患者への角膜等のあっせんを行う。 

 



 

 

(3)献眼登録者に対するフォローアップの実施 

    献眼登録者の尊い意思が献眼に確実に結びつくようにするため、献眼登録者を対象に、献眼に関する

資料と協会だよりを配布する。 

 

6．組織移植コーディネーター事業  

  羊膜提供に伴う組織移植コーディネート業務を行う。 

 

7.情報提供事業 

(1)機関紙の発行 

   「あきた移植医療協会だより」を作成し、市町村の公共施設、医療機関、県関係機関、賛助会員、献

眼登録者等へ配布する。 

 

(2)協会ホームページの運営 

    随時に更新し、移植医療に関する情報を県民に提供し、移植医療の理解の促進に努める。 

 

8．助成事業等の実施 

臓器及び組織提供遺族に対する敬弔金の支給や組織適合（HLA）検査に対する助成、臓器摘出費用助 

成事業等を実施する。 

 

9．臓器移植を推進するための調査・研究事業 

(1)アンケート調査の実施 

   県民の移植医療に対する意識を把握し、普及啓発活動の参考にするため、キャンペーン等を通じて「移

植医療について」のアンケート調査を実施する。 

 

(2)情報収集 

      日本臓器移植ネットワークや日本アイバンク等が開催する各種会議、研修会並びに移植関連学会に参

加し、情報収集するとともに、コーディネート技術の習得等に努める。 

 

10．法人の運営 

(1) 理事会・評議員会の開催 

   定款の定めるところにより、定時理事会及び評議員会を開催するほか、必要に応じ随時開催する。 

    理事会  令和 4 年 5 月、令和 5 年 3 月 

    評議員会 令和 4 年 6 月 

 

(2) 監査会の開催 

   公益財団法人としての運営の状況を監事に確認していただくため、監査会を開催する。 

    監査会 令和 4 年 4 月 

 

(3) 事務の適正な処理 

   四半期及び決算期等において、顧問税理士による経理事務の執行状況等に関する確認・指導を受け、



 

 

事務の適正な処理に努める。 

 

(4) 財政基盤の強化への取組 

   財政基盤の強化のため、引き続き賛助会員の拡大等に取り組む。 

 

 



（単位：円）

予算額 備　　　　　　　考

625,000 0 625,000 利付国債利息、定期預金利息、償却差益

625,000 0 625,000

0 0 0 定期預金利息

0 0 0

1,491,000 0 1,491,000 団体：1口5,000円×192口　 

賛助会員会費 1,491,000 0 1,491,000 個人：1口3,000円×177口

800,000 0 800,000 角膜　＠150,000円×4眼(2人)

800,000 0 800,000 強膜　＠100,000円×2眼

7,719,000 0 7,719,000

県受託金 6,544,000 0 6,544,000 Co.設置事業委託、普及啓発事業委託

1,154,000 0 1,154,000 都道府県支援事業助成金等

秋田大学受託金 21,000 0 21,000 羊膜移植コーディネート業務受託金

230,000 0 230,000

一般寄付金 230,000 0 230,000 県眼科医会、黄色いレシート　等

⑦　基本財産取崩振替額 0 2,000,000 2,000,000 基本財産の一部取崩分

基本財産取崩振替額 0 2,000,000 2,000,000 　基本財産取崩分　2,000,000円

⑧　特定資産取崩振替額　 4,000,000 △ 450,450 3,549,550 移植医療推進積立資産取崩分 

4,000,000 △ 450,450 3,549,550 （R3年度末執行分の減額、残は当該年度取崩）

⑨　特定資産振替額　 260,000 0 260,000 アイバンク用医療機器等減価償却費分

260,000 0 260,000

0 0 0 預金利息

15,125,000 1,549,550 16,674,550

13,718,000 326,000 14,044,000

給料手当 8,327,000 280,000 8,607,000 臓器移植Co.100%    アイバンクCo.90%

事務局長 50%

退職給付費用 168,000 0 168,000 臓器移植Co

福利厚生費 1,320,000 46,000 1,366,000 臓器移植Co.100%    アイバンクCo. 90%

事務局長 50%

会議費 0 0 0 院内Co.研修会、移植医療推進委員会　茶菓代

旅費交通費 520,000 0 520,000 Co.活動費、普及啓発活動費　等

通信運搬費 610,000 0 610,000 電話料80%、切手50%

減価償却費 260,000 0 260,000

0 0 0

消耗品費 300,000 0 300,000 普及啓発用資料 100%、事務用消耗品 80%

印刷製本費 600,000 0 600,000 普及啓発用ポスター、リーフレット等作成

賃借料 502,000 0 502,000 複写機リース 80%、献眼時タクシー借上

会場使用料

諸謝金 370,000 0 370,000 研修会・キャンペーン講師、眼球摘出等協力医

支払負担金 132,000 0 132,000 事務局入居費用、学会等参加費

租税公課 38,000 0 38,000 印紙代、固定資産税

保険料 45,000 0 45,000 献眼時の傷害保険料

支払助成金 140,000 0 140,000 敬弔金、組織適合検査費用、臓器摘出費用

委託費 386,000 0 386,000 アイバンク医療検査機器管理、血清検査　等

雑費 0 0 0 諸雑費

3,407,000 325,000 3,082,000

役員報酬 131,000 0 131,000 役員、評議員等報酬

給料手当 2,075,000 279,000 2,354,000 事務局長 50%、アイバンクCo. 10%

福利厚生費 349,000 46,000 395,000 事務局長 50%、アイバンクCo. 10%

会議費 1,000 0 1,000 理事会、評議員会、監査　茶菓代

旅費交通費 24,000 0 24,000 役員等費用弁償、職員旅費

通信運搬費 234,000 0 234,000 電話料20%、切手50%

0 0 0

消耗品費 41,000 0 41,000 事務用消耗品　20%

印刷製本費 14,000 0 14,000 寄付金感謝状

賃借料 71,000 0 71,000 理事会等の会場使用料、複写機リース 20%

諸謝金 110,000 0 110,000 顧問税理士会計指導

支払負担金 307,000 0 307,000 入居費用50%、日本臓移植ネットワーク負担金等

委託費 0 0 0

雑費 50,000 0 50,000 諸雑費

17,125,000 651,000 17,776,000

△ 2,000,000 898,550 △ 1,101,450

備　　　　　　　考

0 0 0

0 0 0

固定資産除却費 0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 2,000,000 898,550 △ 1,101,450

2,720,911 1,030,885 3,751,796 R3実績

0 0 0

720,911 1,929,435 2,650,346

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取寄付金 420,000 0 420,000 　「当期指定正味財産増減額　△5,409,550」の内訳

固定資産除却損 0 0 0 　　・基本財産 △2,000,000円

一般正味財産への振替額 4,280,000 1,549,550 5,829,550 　　　　⇨ 一般正味財産へ

△ 3,860,000 △ 1,549,550 △ 5,409,550 　　・移植医療推進積立資産 △3,549,550円

165,197,337 0 165,197,337 　　　　⇨ 一般正味財産へ

0 0 0 　 　・アイバンク医療機器減価償却額 △260,000円

161,337,337 △ 1,549,550 159,787,787 　　　　⇨ 一般正味財産へ

162,058,248 379,885 162,438,133 　   ・ライオンズクラブ「光の箱」募金 400,000円

指定正味財産期首残高修正額

指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

予算額 補正額 補正後の額

　２　経常外増減の部

指定正味財産期首残高

特定資産取崩振替額

経常外収益計

　　(2)　経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期首残高修正額

一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

　　(1)　経常外収益

①　事業費

消耗什器備品費

②　管理費

消耗什器備品費

経常費用計

当期経常増減額

科　　目

　(2)　経常費用

③　受取会費

④　事業収益

あっせん手数料

⑤　受取補助金等

日本臓器移植ネットワーク等
交付金

⑥　受取寄付金

特定資産取崩振替額　

特定資産振替額　

⑩　雑収益

経常収益計

特定資産受取利息

令和４年度　収支補正予算書（損益計算方式）   
令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

科　　目 補正額 補正後の額

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

   (1)　経常収益

①　基本財産運用益

基本財産受取利息等

②　特定資産運用益



(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 625,000 0 625,000 0 0 0 625,000 0 625,000

基本財産受取利息 625,000 0 625,000 0 0 0 625,000 0 625,000

特定資産運用益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特定資産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受取会費 781,000 710,000 1,491,000 0 0 0 781,000 710,000 1,491,000

賛助会員会費 781,000 710,000 1,491,000 0 0 0 781,000 710,000 1,491,000

事業収益 800,000 0 800,000 0 0 0 800,000 0 800,000

あっせん手数料 800,000 0 800,000 0 0 0 800,000 0 800,000

受取補助金等 7,719,000 0 7,719,000 0 0 0 7,719,000 0 7,719,000

県受託金 6,544,000 0 6,544,000 0 0 0 6,544,000 0 6,544,000

日本臓器移植ネットワーク交付金等 1,154,000 0 1,154,000 0 0 0 1,154,000 0 1,154,000

秋田大学受託金 21,000 0 21,000 0 0 0 21,000 0 21,000

受取寄付金 68,000 162,000 230,000 0 0 0 68,000 162,000 230,000

一般寄附金 68,000 162,000 230,000 0 0 0 68,000 162,000 230,000

0 0 0 1,000,000 1,000,000 2,000,000 1,000,000 1,000,000 2,000,000

基本財産取崩振替額 0 1,000,000 1,000,000 2,000,000 1,000,000 1,000,000 2,000,000

2,300,000 1,700,000 4,000,000 0 △ 450,450 △ 450,450 2,300,000 1,249,550 3,549,550

特定資産取崩振替額 2,300,000 1,700,000 4,000,000 △ 450,450 △ 450,450 2,300,000 1,249,550 3,549,550

260,000 0 260,000 0 0 0 260,000 0 260,000

特定資産振替額 260,000 0 260,000 0 0 0 260,000 0 260,000

雑収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常収益計 12,553,000 2,572,000 15,125,000 1,000,000 549,550 1,549,550 13,553,000 3,121,550 16,674,550

（２）経常費用 0 0

役員報酬 0 131,000 131,000 0 0 0 131,000 131,000

給料手当 8,327,000 2,075,000 10,402,000 280,000 279,000 559,000 8,607,000 2,354,000 10,961,000

退職給付費用 168,000 0 168,000 0 0 0 168,000 0 168,000

福利厚生費 1,320,000 349,000 1,669,000 46,000 46,000 92,000 1,366,000 395,000 1,761,000

会議費 0 1,000 1,000 0 0 0 1,000 1,000

旅費交通費 520,000 24,000 544,000 0 520,000 24,000 544,000

通信運搬費 610,000 234,000 844,000 0 610,000 234,000 844,000

減価償却費 260,000 0 260,000 0 260,000 0 260,000

消耗什器備品費 0 0 0 0 0 0 0

消耗品費 300,000 41,000 341,000 0 300,000 41,000 341,000

印刷製本費 600,000 14,000 614,000 0 600,000 14,000 614,000

賃借料 502,000 71,000 573,000 0 502,000 71,000 573,000

諸謝金 370,000 110,000 480,000 0 370,000 110,000 480,000

支払負担金　 132,000 307,000 439,000 0 132,000 307,000 439,000

租税公課 38,000 0 38,000 0 0 0 38,000 0 38,000

保険料 45,000 0 45,000 0 0 0 45,000 0 45,000

支払助成金 140,000 0 140,000 0 0 0 140,000 0 140,000

委託費 386,000 0 386,000 0 0 386,000 0 386,000

学会等共催事業開催費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑費 0 50,000 50,000 0 0 0 0 50,000 50,000

経常費用計 13,718,000 3,407,000 17,125,000 326,000 325,000 651,000 14,044,000 3,732,000 17,776,000

当期経常増減額 △ 1,165,000 △ 835,000 △ 2,000,000 674,000 224,550 898,550 △ 491,000 △ 610,450 △ 1,101,450

２．経常外増減の部 0 0

（１）経常外収益 0 0

特定資産取崩振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用 0 0

固定資産除却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,165,000 △ 835,000 △ 2,000,000 674,000 224,550 898,550 △ 491,000 △ 610,450 △ 1,101,450

一般正味財産期首残高 2,720,911 1,030,885 0 0 3,751,796

一般正味財産期末残高 720,911 1,929,435 0 0 2,650,346

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0

420,000 0 0 420,000

0 0 0 0 0

4,280,000 1,549,550 0 0 5,829,550

当期指定正味財産増減額 △ 3,860,000 △ 1,549,550 0 0 △ 5,409,550

指定正味財産期首残高 165,197,337 0 0 0 165,197,337

指定正味財産期末残高 161,337,337 △ 1,549,550 0 0 159,787,787

Ⅲ　正味財産期末残高 162,058,248 379,885 0 0 162,438,133

基本財産取崩振替額

令和４年度　収支補正予算の事業別区分経理の内訳表  
令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

科     目

当初予算額 補正額 補正後の額

公益目的事業会
計(事業費)

法人会計
(管理費)

合計
公益目的事業会

計(事業費)
合計

公益目的事業会
計(事業費)

法人会計
(管理費)

合計
法人会計
(管理費)

特定資産取崩振替額

特定資産振替額

受取寄付金

固定資産除却損

一般正味財産への振替額



法人名 (公財)あきた移植医療協会

②令和３年度計算書類等

法人所管課 保健・疾病対策課



場所・物量等 金額

（流動資産）

預金 普通預金 運転資金として

　秋田銀行県庁支店 3,560,062

　北都銀行秋田駅前支店 102,736

定期預金 償却差益として

　秋田銀行県庁支店 254,063

前金払 49,150

  流動資産合計 3,966,011

（固定資産）

　基本財産 預金 37,412,817

18,000,000

450,450

投資有価証券 179回利付国債 38,549,550

325回利付国債 23,398,919

62回利付国債 37,978,264

　特定資産 普通預金 3,506,316

　秋田銀行県庁支店

定期預金 3,549,550

　秋田銀行県庁支店

医療器械 公益目的保有財産であり、角膜の検査機 1,257,161

器等として使用している

什器備品 公益目的保有財産であり、眼球提供希望 160,650

者登録用機器として使用している

ソフトウエア 公益目的保有財産であり、献眼情報登録システム 483,210

用ソフトウエアとして使用している

164,746,887

　　　資産合計 168,712,898

（流動負債）

未払金 89,182

預り金 125,033

  流動負債合計 214,215

（固定負債）

  固定負債合計 0

　　　負債合計 214,215

　　　正味財産 168,498,683

財　　産　　目　　録
令和４年３月３１日現在

　　　　　　（単位：円）

貸借対照表科目

  固定資産合計

使用目的等

医療機器購入積立
資産

移植医療推進積立
資産

　その他固定
　資産

普及啓発事業の積立資産であり、移植医療推進資

金として管理されている預金

アイバンク事業の積立資産であり、医療機器取得

資金として管理されている預金

　無形固定資産

第１７９回利付国債経過利息

社会保険料の未払いほか

社会保険料の預かり金ほか

定期預金
　秋田銀行県庁支店 公益目的保有財産であり、運用益を事業の財源と

して使用している

公益目的保有財産であり、運用益を事業の財源と
して使用している
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事 業 報 告 書 

 

令和３年４月 １日から 
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公益財団法人あきた移植医療協会 

 

 



Ⅰ 令和３年度事業の実施状況 

 

１.概要 

平成９年に臓器移植法が施行され、脳死後での臓器移植が制度化されたことに加

え、平成２２年には、改正臓器移植法の施行により、本人の意思が不明な場合であ

っても、家族の承諾により脳死後の臓器提供が可能となり、臓器移植の進展が期待

され今日に至っている。 

しかし、令和２年から感染が急拡大した新型コロナウイルス感染症の影響もあっ

て、眼球を除く臓器については、脳死下、心停止下を合わせた臓器提供件数が激減

し、依然として臓器移植希望登録者数に比べ臓器提供が極めて少ないという状況が

続いている。 

本県においては、これまで脳死下臓器提供が１件、心停止下臓器提供が５件あっ

たものの、全国と同様、臓器提供件数が少ない状況となっている。 

このため、移植医療の推進を担う県内唯一の公益法人として、引き続き、関係機

関・団体と連携し、臓器及び組織の移植等に関する知識の普及と角膜移植を含めた

臓器移植及び組織移植のための諸条件の整備、援助等を行い、移植医療推進の環境

づくりに努めるべく、各種の事業を計画した。 

こうしたところ、新型コロナウイルス感染症が終息に至らず、引き続き対人・対

面による接触機会を減らし、感染の恐れが比較的少ないと思われる事業を中心に実施

せざるを得ない事態となった。 

令和３年度の事業実施状況は、次のとおりである。 

 

２．移植医療等の普及啓発事業 

（1）臓器移植推進街頭キャンペーン 

   毎年１０月の「臓器移植普及推進月間」及び眼の愛護デーの一環として、秋田駅

で臓器移植推進街頭キャンペーンを実施し、移植医療に関する普及啓発資材（ポケ

ットティッシュ）の配布を行った。約３,０００個（各日１,０００個） 

   日 時：;令和３年１０月１３～１５日 17:30～18:30 

   場 所：秋田駅東西連絡自由通路（ぽぽろーど） 

   参加者：協会職員及び秋田県健康福祉部保健・疾病対策課職員 

 

（2）グリーンリボンキャンペーン 2021inAKITA 市民公開講座（オンデマンド配信） 

   移植医療の知識の普及と臓器移植に対する理解を深めるため、全国的に実施され

るキャンペーンの一環として普及啓発事業を実施した。なお、新型コロナウイルス

の感染拡大を考慮し、YouTubeを利用したオンデマンド配信の方法により開催した。 



   期  間：令和３年１０月１～３１日 

   開催形態：YouTube によるオンデマンド配信 

   講演内容：①開会の挨拶～新型コロナワクチン接種に思うこと～ 

          公益財団法人あきた移植医療協会 理事長 佐藤 滋 

        ②「新型コロナウイルス感染症と腎臓病」 

          秋田大学医学部附属病院 血液浄化療法部 准教授 齋藤 満氏 

   視聴回数：①：１１９回 ②：１３２回 

   

（3）秋田魁新聞への広告掲載 

   グリーンリボンライトアップの周知や１０月に開催する「グリーンリボンキャン

ペー2021inAKITA」を広く周知するため、秋田魁新聞に広告を掲載した。 

   掲載日：令和３年９月２７日（月） 

 

（4）グリーンリボンライトアップ事業（新規事業） 

   移植医療のシンボルカラーであるグリーンにライトアップすることを通じて、移

植医療への理解が拡がることを目的に、毎年１０月の「臓器移植普及推進月間」及

び臓器移植法が施行された１０月１６日（グリーンリボンデー）を中心に、県内の

建造物をグリーンにライトアップする事業を実施した。 

   場  所：ABS 秋田放送本社 

   点灯期間：令和３年１０月１～３１日 

   点灯時間：１７：３０～２５：００ 

 

（5）イオン東北関連店舗におけるデジタルサイネージへの広告掲載（新規事業） 

   毎年「臓器移植普及推進月間」中に、移植医療のシンボルマークであるグリー

ンリボンの浸透や臓器提供の意思表示を促進するために、イオン東北株式会社が

使用しているデジタルサイネージ「イオンチャンネル」を活用させていただき、

より一層の移植医療の普及啓発を行った。 

   場 所：県内イオン東北関連店舗４５か所 

  期 間：令和３年１０月１～３１日 

 

（6）マイナンバーカード臓器提供意思表示欄周知のためのポスターの作成 

   マイナンバーカードの臓器提供意思表示欄を広く周知するためのポスターを作

成し、医療機関等に掲示を依頼した。 

配布箇所：医療機関、市町村、県内看護学校、県関係機関、県内報道機関、ライ

オンズクラブ、グリーンリボンサポ―ター団体 （計８０６か所） 

     配布枚数：１,０００部 



 （7）講師依頼への対応 

    教育機関等からの要請に対応し、講演を通して移植医療の普及啓発を図った。 

①令和３年４月１５日  秋田県警察学校（参加者 17 名） 

②令和３年７月２日   由利本荘市立鶴舞小学校小学 4 年生（参加者 85 名） 

③令和３年９月２日   男鹿市立脇本第一小学校小学 5・6 年生（参加者 37 名） 

④令和３年１０月１４日 秋田県立湯沢高等学校（動画配信、参加者 34 名） 

⑤令和３年１０月２１日 藤里町立藤里中学校全校生徒（参加者 39 名） 

⑥令和３年１１月２日  秋田市立豊岩中学校全校生徒（参加者 10 名） 

⑦令和３年１２月８日  秋田市立岩見山内中学校（参加者 35 名） 

⑧令和３年１２月１４日 大館市立成章小学校（参加者 40 名） 

 

（8）グリーンリボンサポーター事業 

   移植医療の推進に理解のある企業・団体等に働きかけ、趣旨に賛同したうえで、

自主的な普及啓発活動に取り組んで頂ける企業・団体等を「グリーンリボンサポー

ター」として認定するとともに、その活動を支援し、移植医療についての県民の理

解の浸透を図った。 

  グリーンリボンサポーター数：計４７団体（新規加入 1 団体） 

 

（9）イオングループ支援対象団体への登録 

    イオングループが、社会貢献推活動として実施している「黄色いレシートキャン

ペーン」（毎月１１日開催）の、支援対象団体への登録を行った。 

 

３. 相談・助言に関する事業 

一般県民を対象に、移植医療全般について、電話、メール、面談等による相談に

応ずるとともに、医療関係者からの移植医療制度や具体的な手続などの相談に対応

した。 

 

４．臓器移植環境整備事業 

（1）合同研修会の開催 

（秋田県院内臓器移植コーディネーター&秋田県医療ソーシャルワーカー協会会員） 

人生の最終段階における医療を必要とする患者のご家族が、適切な意思決定を行

うことを支援するため、精神的ケア・社会的サポートの一環として、臓器提供を含

めた情報を提供することの意義やそのために必要な知識及び技術の習得を目的と

して研修会を実施した。 

   日  時：令和３年１１月１２日（金）14：00～16：00 

   開催形態：ZOOM を使用したオンライン研修会 



   参 加 者：４４名 

   ①報告 

・「臓器提供の現状について」 

      あきた移植医療協会 秋田県臓器移植コーディネーター 佐々木 聡 

    ・「献眼について」 

      あきた移植医療協会 アイバンク・組織移植コーディネーター 星 陽子 

   ②講演 

    「臓器提供者家族支援の事例―心理士院内 Co の関わり方―」 

     筑波大学附属病院 臨床心理士兼院内臓器移植コーディネーター 平井理心 

 

（2）移植医療推進委員会の開催 

   移植医療の推進を図るため、県内の移植医療関係者による移植医療推進委員会を

設置し、県民の移植医療の推進に向けた検討等を行った。 

   日    時：令和３年１２月１６日（木）16：00～17：00 

   開催形態：ZOOM を使用したオンライン委員会 

   参 加 者：委員１３名 

 

（3）臓器提供への対応 

      県内で臓器提供の可能性があった情報は３件であった。また、他県での脳死下臓

器提供事例への対応が１件、他県から秋田大学医学部附属病院までの腎臓搬送が２

件あった。 

 

（4）隣県支援等 

   脳死下臓器提事案に関し、隣県支援を行った他、あっせん業務研修に参加した。 

 

（5）入院患者に対する意思表示啓発資料の配付 

   移植医療への理解と臓器提供に関する意思表示の推進を目的として、医療機関の

協力のもと、１０月から３月に入院された患者へ意思表示啓発資料を配付した。 

   配布箇所：県内１６救急医療機関  

   配布枚数：１９,９３０部 

 

（6）臓器提供の情報提供用冊子の作成（改訂） 

   医療従事者等が家族に対し臓器提供に係る情報を提供する際に使用するリーフ

レットを改訂し、県内医療機関へ配布した。 

   配布部数：２,６００部 

 



（7）臓器提供に関するポケットマニュアルの作成（改訂） 

      臓器提供時に迅速、適切に対応することができるよう、救急病院の医療従事者が

常時携帯できる臓器提供に関するポケットマニュアルを改訂、配布した。 

   配布箇所：県内２６救急告示医療機関 

   配布部数：２,６００部 

 

（8）病院の臓器提供マニュアル作成・改訂への協力 

      日本臓器移植ネットワークと協力し、各病院の臓器提供マニュアルの作成や改訂

を支援した。 

 

（9）院内臓器移植コーディネーター設置病院の訪問等 

   院内臓器移植コーディネーター設置病院等を訪問し、臓器移植制度の普及や、臓

器提供時における協力要請、情報収集を行った。 

 

（10）透析施設への情報提供 

   透析施設に、組織適合性検査に対する助成事業として、臓器移植に関する法律に

定められた臓器の移植希望登録者に対し、HLA 検査料の一部助成の案内をした。 

   また、慢性腎不全の治療法に関する資料を作成し、配布した。 

 

    

5．眼球のあっせん等に関する事業 

(1)角膜、強膜のあっせん 

眼球が２名（４眼）から提供があり、４名の方に移植された。 

 

(2)眼球提供者等の登録 

県内市町村やキャンペーン等を通じてパンフレットを配付するなど、献眼登録

を呼びかけるとともに、登録希望者の受付、登録、登録カードを発行するとともに、

移植希望者の登録を行った。 

 

(3)献眼登録者に対するフォローアップの実施（新規事業） 

    献眼登録者の尊い意思が献眼に確実に結びつくように、献眼登録者を対象に献眼

に関する資料と協会だよりを配布した。 

  配布部数：７９０部 

 

６．組織移植コーディネーター事業 

  羊膜提供に伴う関係機関や関係者への説明やそれらの制度周知を行った。 



７.情報提供事業 

(1)機関紙の発行 

  「あきた移植医療協会だより」を市町村の公共施設、医療機関、県関係機関等へ配

布した（４,０００部）。 

  

(2)協会ホームページの運営 

   定期的（1 回以上/月）に更新し、県民への情報提供に努めた。 

 

８．助成事業等 

・臓器提供遺族に対する敬弔金の支給 ２件 

      ・組織適合（HLA）検査に対する助成 ２件 

      ・眼球摘出等協力医師謝金 角膜３件 強膜２件 

 

９．臓器移植を推進するための調査・研究事業 

(1)情報収集 

      日本臓器移植ネットワークや日本アイバンク協会等が開催する各種会議、研修会

並びに移植関連学会へ参加し、情報収集、コーディネート技術の習得等に努めた。 

 

（2）アンケート調査の実施 

   県内５類型施設に所属する法的脳死判定が可能な専門医に対して、人生の最終段

階における医療（旧：終末期）の治療方針に関するアンケート調査を行ったことに

加え、県内３９の手術室がある施設に対して、心停止後臓器提供の体制整備に関す

るアンケート調査を実施した。 

 



Ⅱ 令和３年度法人の運営 

令和３年度の公益財団法人あきた移植医療協会の法人運営状況は、次のとおりである。 

 

１ 理事会の開催 

（１）第１回理事会    

期  日  令和３年５月２５日（火） 

開催方法  Zoom ミーティングによるオンラインでの開催 

決議事項  ・令和２年度事業報告及び決算の承認 

・令和２年度第１回評議員会の日程 

出 席 等  決議に必要な出席理事の数６名、出席８名、欠席２名 

      監事出席２名 

 

（２）第２回理事会 

期  日  令和３年７月２７日（火） 

開催方法  Zoom ミーティングによるオンラインでの開催 

決議事項  ・代表理事（理事長）及び副理事長の選定 

出 席 等  決議に必要な出席理事の数６名、出席９名、欠席１名 

      監事出席２名 

 

（３）第３回理事会   

期  日  令和４年３月１０日(木) 

開催方法  Zoom ミーティングによるオンラインでの開催 

決議事項  ・令和３年度収支補正予算案の承認 

      ・令和４年度事業計画及び収支予算案の承認 

            ・特定資産の一部処分の承認 

      ・就業規定の一部を改正する規程の承認 

      ・検査費用助成金交付規定の一部を改正する規程の承認 

      ・提供費用助成金交付規定の一部を改正する規程の承認 

      ・代表理事（理事長）の選定 

      ・事務局長の任免 

出 席 等  全理事１０名出席、監事出席２名 

 

 

 

 



２ 評議員会の開催 

（１）第１回評議員会 

期  日  令和３年６月２９日（火） 

開催方法  Zoom ミーティングによるオンラインでの開催 

決議事項  ・令和２年度事業報告及び決算の承認 

・任期満了に伴う役員及び評議員の選任 

出 席 等  決議に必要な出席理事の数６名、出席６名、欠席４名 

      監事出席２名 

 

 

３ 監査会の開催 

期  日  令和３年４月２７日（火）１３時半開会  

開催場所  秋田県総合保健センター 第３研修室 

内  容  令和３年度事業及び決算の監査 

出 席 等  監事  ２名 

 

４ 登記事項 

令和３年８月１１日登記 

・阿部徹評議員、齋藤満評議員、佐藤寿美評議員、白川秀子評議員、松橋文昭評

議員、宮内美輝子評議員、柳澤俊晴評議員、稲岡敬弘評議員、鳥海良寛評議員、

吉田萬里子評議員の退任（令和３年６月２９日） 

・佐藤滋代表理事の退任（６月２９日） 

・浅野雅彦理事、石塚真人理事、伊藤和美理事、岩瀬剛理事、内山博之理事、小

玉喜久子理事、佐藤滋理事、畠山和明理事、羽渕友則理事、五十嵐潔理事の退

任（６月２９日） 

・井上よしえ監事及び村上健司監事の退任（６月２９日） 

 

・阿部徹評議員、齋藤満評議員、佐藤寿美評議員、白川秀子評議員、松橋文昭評

議員、宮内美輝子評議員、柳澤俊晴評議員、佐々木修評議員、中嶋洋子評議員、

三浦英一評議員の就任（６月３０日） 

・浅野雅彦理事、石塚真人理事、伊藤和美理事、岩瀬剛理事、内山博之理事、小

玉喜久子理事、佐藤滋理事、畠山和明理事、羽渕友則理事、佐藤利秋理事の就

任（６月３０日） 

・井上よしえ監事及び村上健司監事の就任（６月３０日） 

・佐藤滋代表理事の就任（７月２７日） 

 



令和４年３月１５日登記 

・佐藤滋理事の辞任（令和４年３月１１日） 

・佐藤滋代表理事の退任（３月１１日） 

・羽渕友則代表理事の就任(３月１２日) 

 

 

５ 届出・報告事項（届出・報告先 秋田県） 

令和３年６月３０日 

・令和３年度事業報告書等の提出 

令和３年８月１６日 

・役員等の一斉改選に伴う変更届 

令和４年３月２２日 

・役員変更及び令和４年度事業計画書等の提出



令和３年度 臓器移植コーディネーター、アイバンク・組織移植コーディネー

ター活動報告書 

項  目 回数等 内  容 

1 移植医療等の普及啓発事業 

(1)リーフ、パンフ等の配布 

 

(2)イベントの開催等 

(3)講師の依頼 

 

806 ヵ所 

 

3 回 

8 件 

 

・県市町村、医療機関、新成人の集い等 

 普及啓発資料配布枚数：約 39,330 部 

・第 56 回日本移植学会総会（共催事業、Web） 

・「いのちを考える学習会」（小中高）、県警察学校 

2 相談・助言に関する事業 

(1)レシピエント関係等 

(2)献眼等 

 

13 件 

5 件 

 

・移植医療に関する相談対応（同一人物重複除く） 

・献眼に関する相談対応 

3.臓器移植環境整備事業 

（1）院内 Co 設置病院訪問等 

（2）透析施設資料配付等 

（3）研修会・会議の開催 

 

（4）ドナー情報 

（5）他都道府県支援 

（6）あっせん現地業務研修 

 

78 回 

46 件 

2 回 

 

3 件 

3 件 

1 件 

 

・秋田大学医学部附属病院 

・透析施設へ献腎移植希望登録に関する資料配付 

・秋田県院内臓器移植 Co 秋田県 MSW 協会会員合同研

修会、移植医療推進委員会（いずれも Web 開催） 

・ドナー情報への対応（うち 1 件家族説明） 

・脳死下臓器提供における手術室対応、腎臓搬送 

・他都道府県でのあっせん業務（脳死下臓器提供） 

4 眼球のあっせん等に関する事

業 

(1)眼球提供者等の登録 

(2)角膜、強膜のあっせん 

(3)病院訪問 

(4)献眼時対応 

 

 

5 件 

4 件 

23 件 

5 件 

 

 

・アイバンク登録証、アイバンクカードの作成等 

・角膜 4 件 

・アイバンク医療機器等確認等 

・献眼、感謝状贈呈、移植経過報告等 

5 組織移植コーディネーター事

業 

(1)羊膜バンクへの対応 

 

 

0 件 

 

6 情報提供事業 

(1)広報関係 

 

3 件 

 

・協会ホームページの運営、協会だより発行 



 

7 臓器移植を推進するための 

調査・研究事業 

(1)会議、研修会、学会等 

 

 

 

 

 

(2)アンケート調査 

 

 

17 回 

 

 

 

 

 

2 件 

 

 

・全国都道府県臓器移植 Co 会議、北海道・東北臓器
移植 Co 会議、B 級臓器移植 Co 研修会、JOT 主催ワ
ークショップ、JOT 主催ロールプレイ研修、臓器移
植 Co 昇級試験・口頭試問、日本臨床腎移植学会、全
国アイバンク連絡協議会（会議・研修会等は一部を除
き Web 出席） 

・臓器移植に係る人生の最終段階（終末期）における
治療方針に関する調査、心停止後臓器提供院内体制整
備に関する調査 

 



令和３年度事業報告書には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施

行規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重

要な事項」が存在しないので作成しない。 

 

 

令和４年４月 

公益財団法人 あきた移植医療協会 

 

 



　  　（単位：円）

当 年 度 前 年 度
Ⅰ

1
3,662,798 2,487,267 1,175,531

定期預金 254,063 229,191 24,872
未収金 0 0 0
前金払 49,150 0 49,150

3,966,011 2,716,458 1,249,553
2

55,863,267 55,437,689 425,578
99,926,733 100,352,311 △ 425,578

基本財産合計 155,790,000 155,790,000 0

3,506,316 3,090,856 415,460
3,549,550 8,000,000 △ 4,450,450

特定資産合計 7,055,866 11,090,856 △ 4,034,990

1,257,161 1,668,639 △ 411,478
160,650 183,330 △ 22,680

その他固定資産合計 1,417,811 1,851,969 △ 434,158

ソフトウエア 483,210 546,930 △ 63,720
無形固定資産合計 483,210 546,930 △ 63,720
固定資産合計 164,746,887 169,279,755 △ 4,532,868
資産合計 168,712,898 171,996,213 △ 3,283,315

Ⅱ
1

未払金 89,182 86,062 3,120
預り金 125,033 121,485 3,548

流動負債合計 214,215 207,547 6,668
2

固定負債合計 0 0 0
負債合計 214,215 207,547 6,668

Ⅲ
1

164,746,887 169,279,755 △ 4,532,868
(155,790,000) (155,790,000) (0)
(7,055,866) (11,090,856) (0)

2 3,751,796 2,508,911 1,242,885
（0） （0） (0)
（0） （0） (0)

168,498,683 171,788,666 △ 3,289,983
168,712,898 171,996,213 △ 3,283,315

貸   　借 　  対   　照   　表

令和４年３月３１日現在

科　　　　　　　　目 増　　減
　資 産 の 部

流動資産
現金預金

流動資産合計
固定資産

(1) 基本財産
定期預金
投資有価証券

(2) 特定資産
医療機器購入積立資産
移植医療推進積立資産

(3) その他の固定資産
医療器械
什器備品

　負 債 の 部
流動負債

固定負債

　正味財産の部

(4) 無形固定資産

（うち特定資産への充当額）

正味財産合計
負債及び正味財産合計

指定正味財産
指定正味財産合計
（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）

  一般正味財産
（うち基本財産への充当額）



公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

  現金預金 4,098,949 △ 436,151 3,662,798

定期預金 254,063 254,063

  未 収 金 0

  前 金 払 49,150 49,150

4,402,162 △ 436,151 3,966,011

  定期預金 55,863,267 55,863,267

99,926,733 99,926,733

155,790,000 155,790,000

3,506,316 3,506,316

3,549,550 3,549,550

7,055,866 7,055,866

1,257,161 1,257,161

160,650 160,650

1,417,811 1,417,811

483,210 483,210

483,210 483,210

164,746,887 164,746,887

169,149,049 △ 436,151 168,712,898

　未払金 74,983 14,199 89,182

　預り金 100,026 25,007 125,033

175,009 39,206 214,215

175,009 39,206 214,215

164,746,887 164,746,887

(155,790,000) (155,790,000)

(7,055,866) (7,055,866)

4,227,153 △ 475,357 3,751,796

(0) (0) (0)

(0) (0) (0)

168,974,040 △ 475,357 168,498,683

169,149,049 △ 436,151 168,712,898

固定負債合計

負債合計

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

正味財産合計

負債及び正味財産合計

指定正味財産合計

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

　２．一般正味財産

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

　１．流動負債

　　  (4)無形固定資産

　ソフトウエア

無形固定資産合計

流動負債合計

　２．固定負債

　医療機器

　什器備品

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ　負債の部

基本財産合計

　　(2)特定資産

　医療機器購入積立資産

　移植医療推進積立資産

特定資産合計

　　  (3)その他の固定資産

　１．流動資産

流動資産合計

　２．固定資産

　　(1)基本財産

  投資有価証券

貸 借 対 照 表 内 訳 表

令和４年３月３１日現在

　（単位：円）

科　　　　　目

Ⅰ　資産の部



907,185 917,213 △ 10,028

160 833 △ 673

1,500,000 1,412,000 88,000

600,000 600,000 0

7,565,131 6,642,146 922,985

県受託金 6,305,969 6,096,202 209,767

1,259,162 545,944 713,218

285,200 5,698,900 △ 5,413,700

⑦　基本財産取崩振替額　 0 0

⑧　特定資産取崩振替額　 4,450,450 3,400,000 1,050,450

⑨　特定資産振替額 497,878 519,492 △ 21,614

0 0 0

15,806,004 19,190,584 △ 3,384,580

11,942,967 11,258,795 684,172

給料手当 7,477,254 7,353,995 123,259

退職給付費用 168,000 160,080 7,920

福利厚生費 1,166,924 1,153,444 13,480

会議費 0 0 0

旅費交通費 278,491 19,684 258,807

通信運搬費 556,903 387,516 169,387

減価償却費 497,878 519,492 △ 21,614

0 68,200 △ 68,200

消耗品費 222,361 368,768 △ 146,407

印刷製本費 570,408 366,403 204,005

賃借料 185,237 196,825 △ 11,588

諸謝金 200,000 150,000 50,000

保険料 43,750 43,750 0

支払負担金 115,867 115,044 823

租税公課 43,300 51,000 △ 7,700

支払助成金 60,000 80,000 △ 20,000

委託費 356,594 224,594 132,000

雑費 0 0 0

2,620,152 7,615,440 △ 4,995,288

役員報酬 146,000 53,000 93,000

給料手当 1,463,537 1,467,477 △ 3,940

福利厚生費 231,856 233,906 △ 2,050

会議費 216 0 216

旅費交通費 2,000 2,000 0

通信運搬費 182,221 203,529 △ 21,308

0 0 0

消耗品費 8,208 17,300 △ 9,092

印刷製本費 59,997 13,756 46,241

賃借料 66,720 46,066 20,654

諸謝金 110,000 110,000 0

支払負担金 304,272 296,550 7,722

委託費 0 0 0

学会等共催事業開催費 0 5,130,000 △ 5,130,000

雑費 45,125 41,856 3,269

14,563,119 18,874,235 △ 4,311,116

1,242,885 316,349 926,536

0

0

0 0 0

0 0 0

0

0 0

0 0 0

0 0 0

1,242,885 316,349 926,536

2,508,911 2,192,562 316,349

0 0 0

3,751,796 2,508,911 1,242,885

0

受取寄付金 445,460 666,968 △ 221,508

固定資産除却損 0 0 0

一般正味財産への振替額 4,978,328 3,989,192 989,136

△ 4,532,868 △ 3,322,224 △ 1,210,644

169,279,755 172,601,979 △ 3,322,224

0 0 0

164,746,887 169,279,755 △ 4,532,868

168,498,683 171,788,666 △ 3,289,983

指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

一般正味財産期首残高修正額

一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期首残高修正額

一般正味財産期首残高

経常費用計

当期経常増減額

　２　経常外増減の部

　　(1)　経常外収益

特定資産取崩振替額

経常外収益計

　　(2)　経常外費用

固定資産除却費

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

消耗什器備品費

④　事業収益

⑤　受取補助金等

日本臓器移植ネット
ワーク等

⑥　受取寄付金

⑩　雑収益

経常収益計

　(2)　経常費用

①　事業費

消耗什器備品費

②　管理費

③　受取会費

正味財産増減計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで　　　　　　  　　　　　　　（単位：円）

科　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

   (1)　経常収益

①　基本財産運用益

②　特定資産運用益



（単位：円）

公益目的事業会計 法人会計

（事業費） （管理費）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 907,185 0 907,185

基本財産受取利息 907,185 0 907,185

特定資産運用益 160 0 160

特定資産受取利息 160 0 160

受取会費 800,000 700,000 1,500,000

賛助会員会費 800,000 700,000 1,500,000

事業収益 600,000 0 600,000

あっせん手数料 600,000 0 600,000

受取補助金等 7,565,131 0 7,565,131

県受託金 6,305,969 0 6,305,969

日本臓器移植ネットワーク交付金等 1,259,162 0 1,259,162

受取寄付金 57,000 228,200 285,200

一般寄附金 57,000 228,200 285,200

学会等共催寄付金 0 0 0

５０周年記念事業寄付金 0 0 0

0 0 0

基本財産取崩振替額 0 0 0

1,500,000 2,950,450 4,450,450

特定資産取崩振替額 1,500,000 2,950,450 4,450,450

特定資産振替額 497,878 0 497,878

特定資産振替額 497,878 0 497,878

雑収益 0 0 0

雑収入 0 0 0

経常収益計 11,927,354 3,878,650 15,806,004

（２）経常費用

役員報酬 0 146,000 146,000

給料手当 7,477,254 1,463,537 8,940,791

退職給付費用 168,000 0 168,000

福利厚生費 1,166,924 231,856 1,398,780

会議費 0 216 216

旅費交通費 278,491 2,000 280,491

通信運搬費 556,903 182,221 739,124

減価償却費 497,878 0 497,878

消耗什器備品費 0 0 0

消耗品費 222,361 8,208 230,569

印刷製本費 570,408 59,997 630,405

賃借料 185,237 66,720 251,957

諸謝金 200,000 110,000 310,000

支払負担金　 115,867 304,272 420,139

租税公課 43,300 0 43,300

支払助成金 60,000 0 60,000

委託費 356,594 0 356,594

保険料 43,750 0 43,750

学会等共催事業開催費 0 0 0

雑費 0 45,125 45,125

経常費用計 11,942,967 2,620,152 14,563,119

当期経常増減額 △ 15,613 1,258,498 1,242,885

２．経常外増減の部

（１）経常外収益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 15,613 1,258,498 1,242,885

一般正味財産期首残高 4,242,766 △ 1,733,855 2,508,911

0 0 0

一般正味財産期末残高 4,227,153 △ 475,357 3,751,796

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取寄付金 445,460 0 445,460

固定資産除却損 0 0 0

一般正味財産への振替額 4,978,328 0 4,978,328

当期指定正味財産増減額 △ 4,532,868 0 △ 4,532,868

指定正味財産期首残高 169,279,755 0 169,279,755

指定正味財産期首残高修正額 0 0 0

指定正味財産期末残高 164,746,887 0 164,746,887

Ⅲ　正味財産期末残高 168,974,040 △ 475,357 168,498,683

特定資産取崩振替額

一般正味財産期首残高修正額

正味財産増減計算書内訳表
令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで

科     目

決算額

合計

基本財産取崩振替額


